	甲府市議会　２０１４年９月９日

　リニアへの不安はおおきい
　　社会保障を圧迫し沿線住民だけでなく

市民生活を圧迫するのでは・・
　　　　　代表質問　　山田　厚
　これは、山田の発言原稿であり会議録ではありません。正式なものは２ヵ月後に

　市の議会ホームページに載ります。なお、動画は山田のホームページに１０月初旬
に公開する予定です


今、日本社会は、強引な安倍政権によって「戦争ができる国」へと走りこみ、憲法と平和の危機が迫っています。それは同時に、貧富の格差と子どもの貧困も進み、優遇されつづけている一部の大企業や富裕層を除いて、ますます普通の市民の暮らしが苦しくなることにつながります。
この事態のなかで自治体は、なんとしても市民の暮らしと子どもを守ることに、全力を上げるべきです。
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１　まず国保保険料についてです
国保保険料は応能割と応益割に負担が構成されています。
応能割とは、世帯所得などの負担力に応じての保険料割合のことです。
応益割とは、世帯の人数などを基本にして受益者負担をもとめる割合です。本来の税や保険料の負担原則は、累進課税制に見られるように所得額に応じて負担する応能負担原則です。しかしこの間の国は、低所得世帯に負担が重くなる応益割を増やそうと半ば強制的に誘導してきています。

残念ながら甲府市でも、それまでの応能割60％・応益割40％であったものを、今回、応能割50％・応益割50％にしたことにより、また軽減制度も入ったことから、非課税世帯のみが負担増となりました。所得のないご家庭から、保険料をさらに重くするなどということは、本来ゆるされるものではありません。

甲府市議会では、この状態を放置したままではいけないとして、満場一致の付帯決議で「健診率の低い低所得者に対し、受診向上を図るために特定健診に関わる自己負担の免除」と「低所得者への配慮」を当局に求めました。

私は、付帯決議の精神にもとづき、特定健診無料化の実施とともに「低所得者の配慮」をさらに具体化し・改善する必要があると考えます。
質問します

①　所得のない非課税の家庭からも国保保険料は、３人世帯では年４万６８００円にもなっています。このことからも滞納せざるを得ない可能性も強まります。そこに機械的・強制的に差押や保険証の取り上げでは低所得者への配慮とはいえません。甲府市として、どのように丁寧な努力をされていきますか？　

2 また、生活困窮家庭への市の減免制度の改善が必要です。
パネルで質問します　甲府市の保険料減免制度は、応能割部分の保険料のみを減免対象としています。かつては応能部分が70％もあったときには有効であっても、いまのように応益部分の保険料が50％にもなり、応益割保険料額がかなり大きくなると減免制度が有効に機能しません。したがって減免制度は保険料全体にかかるものに改善すべきです。いかがでしょうか？
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２　次に介護保険の保険料・利用料についてです
来年度より、大幅な介護保険料の引き上げが予定されています。それだけではなく、年金収入が２８０万円以上の人には利用料が1割負担から２割負担にもなることが予定されています。
質問します

①介護保険における市民負担が極めて重くなろうとしているこの事態に対して甲府市は市民の立場に立って、どのように対応をされますか？　とくにここでは、保険料負担の抑制ともに甲府市独自の保険料減免制度や、利用料の助成制度の充実・改善を求めます。当局の見解お聞きします。
３　つぎに就学援助の充実について伺います
子どもの貧困化がさらに深刻になっています。政府の調査をまつまでもなく、この甲府市においても学校給食の未納者が激増しています。こういった事態に対して甲府市はいかに対応されますか？
児童福祉法はその原則として
「すべて児童は、ひとしくその生活を保障され、愛護されなければならない」「国及び地方公共団体は、児童の保護者とともに、児童を心身ともに健やかに育成する責任を負う」としています。つまり、子どもを健やかに育成する責任は、その子どもの保護者だけではなく、国や自治体にも責任があるとしているのです。　子ども貧困対策法も国と自治体の責務を定めています。
また、義務教育の場合

「義務教育は、これを無償とする」という憲法の規定に基づき、家庭の経済的実情から、子どもの教材費や給食費、修学旅行費を公的に保証する就学援助制度があります。

しかし、その就学援助制度が、後退しおびやかされています。
それは、生活保護基準の切り下げがはじまったからです。生活保護基準は社会の最低限の生活を保障するものであり、この基準から住民税の非課税限度額や最低賃金目標などに連動し、ここからさらに各種減免制度や、福祉サービスなどに準拠されます。だから生活保護基準が切り下げられると、様々な切り下げに連動します。
甲府市の場合、就学援助の対象世帯の所得を、生活保護基準の１．３倍までとしています。この場合、生活保護基準が下がれば就学援助も下げられることとなります。
これでは、こどもの貧困対策が求められているなかで、明らかに逆行します。　さすがの文部科学省も、就学援助においては見直しではなく、従前の対応を促す自治体への通知まで出しました。
質問します
1 甲府市の場合、当然、就学援助を従前の所得基準を維持するとしています。問題は今後です。それを今後とも維持することを明言していただきたい。
2 子どもの貧困の事態のなかで必要な子どもさんへの就学援助をどう充実させていくのか。どうも甲府市は子どもの貧困化が進む割合と比べて援助対象の子どもの割合が増えていません。周知の改善や保護者の申請任せにしない取組が必要ですが、いかがでしょうか？
４　重度心身障害児の窓口無料化の継続について伺います
　重度心身障害者医療費助成制度の医療機関窓口無料化の廃止となると、利便性が著しく後退します。山梨県まかせにしないで、障害者の立場に立って甲府市としてできうる限りの配慮と努力をすべきです。
その要望内容については、すでに甲府市に、４割を超える市議会議員の要望書としても提出されています。
　なかでも、私たちは、重度障害児の窓口無料化を維持すべきと考えるものです。なぜなら同じ重度障害児であっても、制度上、一定の所得額以上で　ゆとりがある家庭の障害児は窓口無料がつづきます。しかし普通のご家庭の障害児は窓口での支払いとなります。また同じ家庭の兄弟で、カゼの二人を病院に連れて行くと、兄さん健常児は窓口無料であり、しかし、より公的援助が必要な弟さんの障害児は窓口での支払いとなります。
これは制度上の欠陥です。この欠陥は公平・公正ではなく差別ともいえるものとなってしまいます。
質問します

①　子どもの医療費助成制度の整合性や、全ての子どもに対する公平な立場から、せめて重度障害児の窓口無料化だけは、その維持を検討すべきです。当局の見解をお聞きします。
５　みなし寡婦（夫）控除の適用について伺います
甲府市として「みなし寡婦（夫）控除」の適用をはじめるべきです。　婚姻歴のないひとり親の家庭の子どもさんへの援助ということです。

離婚・死別されたひとり親家庭では「寡婦（夫）控除」が適用され税や自治体の公営住宅や保育料などにおいても負担軽減となります。これは当然な配慮といえます。
しかし、婚姻歴のないひとり親家庭については、この制度がいまだに適用されていません。社会が、自治体が、保護者まかせにしないで、子どもさんを健やかに育むためにも、この制度のみなし適用が求められています。
適用した場合の市としての財政上の影響額も小さなものです。しかも最近になってから、いくつもの自治体では「みなし寡婦（夫）控除」を適用して、保育料・公営住宅などの負担軽減を始めています。

質問します
①　いわゆる「みなし寡婦（夫）控除の適用」について　甲府市の判断をお聞きします？　この本会議場においても、何人もの議員からその実施を求める質問が続いています。すでに、検討の段階ではなく、判断の段階です。実施されるのか？　されないのか？　その答弁をお願いします。
６ リニア着工と　過剰な県行政の対応と　甲府市の姿勢について

専門家からも指摘されるほどのずさんなリニアの環境評価のアセスメント対応であっても、また沿線住民からの心配の声がある中でも、国はゴーサインを出し、この秋からリニアは着工となるのでしょうか？　私は、このリニアに大きな不安と危惧をもつ一人です
観光に特化したその施設は住民生活にとって必要ありません

しかも、山梨県政は山梨県駅の乗降客毎日１万２３００人という過剰なリニア効果を見込み、「山梨県の新しい玄関口」を作るとして、駅周辺施設・スマートインター・アクセス交通路など、関連する極めて大きな公共事業を行ない、それに市町村、特に甲府市を巻き込もうとしています。

県のリニア効果の見込み数をみると、そのほとんどか県外・国外からの観光客です。日常生活に関係する通勤・通学などはわずか0.8％ですが、　観光は７０％のも乗降客としています。
したがってつくられる施設の用途も、もっぱら観光用施設です。

・「駐車場」も、観光客を除いて有料としています。そうなると県内の乗客を相手にしていないことと同じです。

・「産業振興ゾーン」も医療機器・健康産業などです。これでは地元の中小企業を応援できないし、宝石や伝統工芸などに貢献するものでもありません。それなら物産店のみで５haもの「産業振興ゾーン」などは必要ありません。
・「展望施設」が予定されています。県はラジコンヘリで眺望調査をしたところ１５０ｍの高さであっても３０ｍ～４０mの高さであっても、富士山の眺望に大きな変化がないので、３０ｍ～４０mを基本に考えるといいます。それはそうでしょう。甲府盆地のなべ底の部分がこの駅周辺の地域だからです。

標高は

・リニア駅予定地では　　　　２５０ｍですが、
・甲府城天守台では　　　　　３０４ｍ
・愛宕山のこどもの国では　　４２３ｍ　です。
展望施設をつくっても、見せたい富士山などは良く見えません。だったら、作る必要はありません。和田峠まで行かなくても甲府城の天守台でも愛宕山でも眺望のいい場所はいくらでもあるからです。
　この山梨県駅の予定地は災害上のリスクがあります
この山梨県駅ができる大津の地域は、災害のリスクが極めて強い地域です。2ｍから5ｍの洪水の危険性があり、いまでもところどころ部分的に浸水します。液状化しやすく、地震の揺れも大きく、ここから１．５キロに曽根丘陵活断層もあります。
東海地震は３０年以内に８８％の確率で起こるとされています。
１８５４年の安政の東海地震は、甲府盆地にも大きな被害を与えました。このときの地域の被災状況は、周期的な次の東海地震の予想として重視されます。リニア駅が予定されている大津地域は、古文書によると安政の地震では

　　　　　戸数５０の内　　倒壊戸数４７＝　倒壊率９４％

というほぼ壊滅、最もひどい被災地域でした。
しかも、ここは毎年地盤沈下している地域です。
パネルで質問

測量調査によると毎年4ミリ、5ミリと下がり続け、20年間では7ｃｍ以上も地盤沈下しています。
ここに２４ｈａにもなる大きな駅周辺施設・スマートインターを作ろうというのです。この周辺施設の建設で今まで畑だったものが地下に水が浸透しないコンクリートやアスファルトで覆われ、駅周辺施設から地下水のポンプアップが進めば、さらに地盤沈下が加速することになりかねません。
これらの事実からも　確かなことは、この地域に大規模な施設は作らないほうがいいのであり、もし作るとしたのなら地盤が脆弱であり災害のリスクがありますから、膨大な建築費がかかることになります。しかも膨大な費用のかかった施設であっても、絶対に安全とは言い切れないのです。
リニアは通常高さ20ｍ以上の高架橋の上を走りますが、この山梨県駅のすぐ西側には高架15ｍほどの山梨環状道路あり、この高架の上をリニアは乗り越えて走ります。そうなるとリニアは高さ35ｍもの大きな高架橋の上を、運転手のいない遠隔操作で、時速500キロで走り抜けることになります。絶対に安全とは言い切れないと思います。
　しかし、県政は、ここを「山梨の新たな玄関口」とするとしています。よくて最大１時間に一本のリニアのローカル駅がどうして「新たな玄関口」となるのですか？　しかもこの玄関口は、県民生活というより、観光客のためのものであり、それで大規模な観光用施設を作ろうというものです。
　そして、この県政の姿勢に誘発され、さらにリニアに関連して大土木事業の夢を託される方々が多くなっています。

・「リニア周辺に３万５０００人ほどのサッカースタジアムを作ろう！」
・「リニア駅から富士山観光につなげる長大トンネルを掘ろう！」
・「駅周辺に巨大な国際展示場を誘致しよう！」
それぞれが、財政上の裏づけがないままに夢が、夢を呼び、「暴走」しはじめています
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ＪＲ東海は実に尊大であり,信頼することはできません
しかもＪＲ東海は尊大です！　沿線住民への不安や乗客の安全を大切に扱わず、そしてリニアにともなう必要な財源を公費負担で行おうとしています。

　その分かりやすい例は、ＪＲ東海から昨年出された『中間駅のイメージ』です。

　パネルで質問
この中間駅である山梨県駅の内容は実にひどいものです。

· 駅は「施設管理事務所」のみ

· 乗客対応の駅員はいない

· 全車指定で、駅ではきっぷは買えない

· 駅に窓口スペースは設けない
· 出入場口は１箇所のみ

· 階段・エレベーター・エスカレーター上下線各１本ずつのみ

· トイレは改札内の１箇所のみ

· 待合室もない

· 売店もない

これでは、高齢者・障害者への対応はもちろんのこと、普通の駅の利便性もなく、乗客の安全すら守られません。これが、県が見込む毎日１万２３００人が乗り降りする駅といえるでしょうか。こんな駅で、もし災害があったらどうしますか？　避難誘導は誰がしますか？　避難の基本原則である２方向避難すら確保されているとはいえません。

つまりＪＲ東海は、「地方にリニアが止まってやるのだから、本来の駅としたければ、地元の自治体で、人も金も出し、施設も作りなさい！」としているのです。
このことは、駅周辺施設やスマートインターやアクセス交通だけに巨額な公費がかかるのではなく、駅などのリニアの施設そのものにも大きな地元の公費負担が、強いられ続けるということです。
しかもそれだけではすみません。ＪＲ東海のトップの姿勢です。ＪＲ東海の山田会長や葛西名誉会長は、以前より、リニア新幹線の採算は、「絶対にペイしない」とか「1兆2000億円の・・・回収不足金が出る」としています。つまりはじめから巨額な公費負担をあてにして、リニアの工事だけでなく、その後のリニアの運行に伴う公費負担まで当然のこととしているのです。
また報道によると、環境影響評価（アセスメント）手続きでは、県審議会片谷会長が専門家として「ＪＲ東海の姿勢は、アセスメントを軽視していたといわざるを得ない」と批判しました。これに対してＪＲ東海の柘植社長は、謙虚に受け止めるどころか、「ほかのアセスより丁寧な作業だった。極めて心外だ」「何かに違反しているのか。何か問題があるのか」と反論したといいます。
今だかってない長期的難工事であり世界最大級の巨大事業のリニアを、「ほかのアセス」と比べること自体が間違っています。このようなトップの尊大な姿勢では、今後、環境問題はもとより、リニアの全てにわたっての不安が、現実のものとなりかねません。
そして、環境問題で重大な悪影響や大きな被災が起きるとなると、その結果は、福島原発事故と同じく、犠牲になるのは地域住民であり、様々な負担は地元の自治体に押し付けられることとなります。
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山梨・甲府の住民の生活にとってリニアのニーズはみえません
そもそもリニアは私たちの生活にとって必要でしょうか？　私には、その必要性が見えません。
もし甲府市の市民がリニアを使うとしたなら名古屋ではなく、ほとんどが東京です。
パネルで質問

実際の所要時間でも考えて見ました。甲府駅から新宿駅までを検証すると
甲府駅周辺からアクセス交通で山梨県駅前に行きます。それだけで20分間、ここから20ｍ以上のホームまで乗り継ぎで15分間、山梨県駅から品川駅付近のリニア東京駅まで25分間以上、そこから地下40mホームのから乗り継ぎで15分間、そして新宿までは20分間、スムーズに行っても1時間30分間以上かかり、これでは在来線の特急あずさの方が、乗換えが少ない分だけ便利であり、しかも運賃は1500円から2000円ほども在来線が安ければ、市民はリニアを必要としないでしょう。
東京方面でも、文化・生活圏として山梨とつながりがあるのは八王子・立川・三多摩です。ここでの停車も大切です。リニア東京駅のある品川駅付近では埼玉方面との接続も遠くなります。
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通勤・通学・ビジネスのために在来線の改善にむけて努力すべき
軽々しく「山梨の新たな玄関口」にするなどといってもらいたくありません。リニア効果の過剰な見込み数をえがき、またそれに伴う大公共事業を目指したとしても、日々の市民の生活を変えることはできません。甲府駅の通勤･通学者は年間２００万人です。国税調査によると、仕事や学校で甲府市に出入りする人口は1日約８万人であり、これは甲府駅を中心にして日々の生活のために交通しているのです。

それならば、いままでの自治体が行ってきたＪＲ在来線の中央線と身延線の改善要求をしっかり具体化させるべきです。また高速バス・路線バスの利便性も高めるべきでしょう。
毎年、身延線の活性化協議会や中央線高速化促進の同盟会でも、ＪＲ・国土交通省に要望を出していますが、遅々として進んでいません。中央線の高速化も他の幹線特急と比べ遅く、十数年前に運輸審議会で「表定速度は時速100キロ台に向上させる」との方針があっても、いまだに1本を除きすべて80キロ台です。早朝・深夜特急の新設も進んでいません。身延線の災害対策や踏み切り・線形改良の改善もこれからです。
リニアへの過剰な見込みにもとづき、大公共事業に投資をするのなら、むしろ住民生活にとって現実的な中央線と身延線の改善にむけるべきです。リニアにかける公費の１００分の1でも、かけていけば、今の在来線の改善につながり確実に定住人口を増やし、着実な地域への経済波及効果が得られると思われます。

そもそも自治体財政にゆとりがありますか、

必要財源の裏づけはありますか？
そもそも今の自治体財政には、リニアに多額の公費支出を続けられるゆとりはありますか？　山梨県の財政は、甲府市の財政は、どうなっていますか？
消費税増税によって自治体財政は、ゆとりどころではなく、市民と同じく厳しくなっているではありませんか。消費税増税時の政府のうたい文句であった「増税分で社会保障が充実する」どころではありません。医療・社会保障の後退がはじまっています。
県も、甲府市も、リニアに伴う大公共事業の財政的な裏づけがありますか？　関連する財政計画を明らかにしていますか？　いまだに白紙でしょうか？　しかしリニア関連の大公共事業のプランだけは確実に進んでいます。
私は、　市民の生活と地域経済にとって、緊急性もなく、ニーズもない大事業がリニアであり、環境や災害における不安が強く、またそれに伴う大公共事業によって、自治体財政を圧迫し疲弊することを危惧するものです。

その結果、市民の直接関係する医療・教育・社会保障・地域防災や身近な環境などの生活関連予算が、子どものための予算が、大きく削減され、様々な制度の後退と市民負担が重くなること危惧するものです。
つまり沿線住民に限らず、全体の市民生活を圧迫し続けるのがリニアであり、それに伴う大公共事業だと考えるものです。
質問します
①　災害上のリスクの高い山梨県駅周辺地域への安全の確保・防災をどのように考えていますか
②　リニアに伴う展望施設や国際展示場誘致、富士山観光への長大トンネルなどは、市民にとって必要不可欠の施設とお考えですか？
3 リニアに伴う公共事業と公費負担における自治体での財政計画はどうなっていますか？
④　リニアより中央線や身延線の在来線の改善こそ現実性がある課題だと思います。いかがお考えでしょうか？
再質問用　予定原稿　
※　この部分は、準備メモであり、当日はノー原稿の発言ですから、必ずしも全て正確とは限りません。
　　　　　　　　　　
そもそも、行政は、国も県も市も、大きな公共事業や箱物への公費支出には、極めておおらかであっても、こと社会保障や教育には、このところかなり厳しく、削減傾向があります。

例えば、のココリの建設です。　パネルで質問
民間指導の街づくりのためになるとする建設費に国・県・市からの大きな公費（補助金）が投入されています。ココリには５０億円以上の公費です。その公費も国に引っ張られて、甲府市も９億円以上出しています。しかもそのぅち７億円以上は地方債という借金で利子払いは今後とも続く１億円以上、あわせて１０億３９４５万円です。

ココリまだ失敗とはいえませんが、同じ公費を投入したグランパークの建物には公費を２３億使い、そのうち甲府市は６億円近く、２０年もたたないうちにつぶしています。
リニアは、これの一桁、二桁も大きな公費が投入されかねません。

その一方で、社会保障や教育への予算は今でもギリギリではありませんか？
・甲府市の国保の減免制度を保険料全体に適用するには　70万円ほど余分にかかりますが、そのことに、前向きではあっても極めて大きな決断が要りました。
・就学援助を従前の基準で今後とも甲府市は継続できるかどうか？

影響額は最大310万円ほどが余分にかかるとのことですが、その決断がすぐにはできない状態です。
・みなし寡婦（夫）控除の適用は　100万円以下の予算がかかるとのことで、繰り返し質問と要望のなかで、ようやく担当部長がうなずいてくれました
· 重度心身障害者医療費助成制度で、障害児だけの窓口無料とすると、まだ来るかどうかも分からないペナルテイ減額があるからということで、県に従うとしています。
つまりかかる金額にこれほどの格差があるのです。
リニアは、リニアはこの傾向を限りなく強めてしまいます。つまり沿線住民の皆さんだけの問題ではなく、市民全体の生活と子どもの問題であるということです。市長は、『子どもは甲府市の宝』といわれました。また、『日本一親切で、丁寧な市役所を目指す』とも言われました。ぜひ、そのことを貫いていただきたい。
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